
 

第６次横浜市産業廃棄物処理指導計画（素案）の策定について 

 

１ 策定の背景 

産業廃棄物処理指導計画は、横浜市内で発生する産業廃棄物の発生抑制、減量化・資

源化、適正処理を進めるため、本市の産業廃棄物行政の方向性や施策を体系化し示した

ものです。 
現在、推進している第５次産業廃棄物処理指導計画（平成１８年度策定）が今年度で

終了することから、低炭素社会の推進を図る国の動向や社会経済情勢の変化に対応する

ため、中期４か年計画及び一般廃棄物処理基本計画とも連携を図る、新たな産業廃棄物

処理指導計画を策定します。 
 
２ 本市の産業廃棄物の現状 

第５次計画の目標である最終処分率８％（平成 22 年度末）は概ね達成される見込み

です。 

 

３ 第６次計画（素案）の概要 

（１）第６次計画策定にあたっての課題 
  ア 産業廃棄物の処理・処分に伴う環境負荷の低減や温室効果ガスの発生量の低減

を図るため、一層の発生抑制の取組が必要 
  イ 排出事業者のリサイクルの取組の推進や優良で高い技術を持つリサイクル業者

の育成など、限りある資源が循環する社会の構築が必要 
  ウ 産業廃棄物分野においても地球温暖化への取組が必要 
  エ 中小企業等の小規模事業所での適正処理や３Ｒの取組を推進することが必要 
 
（２）計画期間：平成２３年度～２７年度（５か年） 
 
（３）第６次計画（素案）の特徴 
 ア 計画の理念 

廃棄物の発生抑制、再使用、再生利用などの３Ｒの取組をさらに推進して「資源

が循環する社会」を実現することを目指します。また、「安全で信頼できる環境負

荷の少ない廃棄物処理」を推進し、「市民、排出事業者、処理業者、行政が協働・

連携を強化」することで、「持続可能な社会を実現」し、将来世代に豊かな環境を

引き継ぎます。 

図 1 産業廃棄物・種類別発生量（平成 20 年度） 図 2 産業廃棄物・処分別発生量（平成 15 年度～20 年度）
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イ 計画目標について 
（ア） 産業廃棄物の発生抑制を進めるとともに、発生量に対する最終処分率のさら

なる削減を目指す。 
 

    ① 市内総生産あたりの産業廃棄物発生量について 10％削減を目指します。 

事業活動における産業廃棄物の発生抑制を測る指標として、発生量指標(市

内総生産[百万円]あたりの産業廃棄物発生量[トン])を導入します。産業廃棄

物の発生量の削減に取り組み、平成 13 年度から平成 19 年度までの発生量指

標の平均値 0.92[トン／百万円]に対して、10％減である 0.83[トン／百万円] 

を目指します。 

 

② 産業廃棄物の３R を推進し再生利用率・減量化率の合計を 93％に引き上げ、

平成 27 年度の最終処分率を発生量の７%とすることを目指します。 

最終処分されている汚泥の再生利用を進め、中間処理された産業廃棄物の

資源化を促進します。 

    
（イ） 産業廃棄物の適正処理、脱温暖化を推進し、将来にわたって安心、安全な産

業廃棄物の処理体制を構築する。また、緊急・災害時のための迅速な廃棄物

処理体制を整える。 
（ウ） 排出事業者、処理業者の取り組む３Ｒや適正処理、環境対策など、産業廃棄

物に対する市民の関心を高める。また、排出事業者にもわかりやすい行政を

目指す。 
 

ウ 主な施策・事業（新たな取組）について 
（ア） ３Ｒの推進：本市発注工事から発生する汚泥の再生利用の促進など 
（イ） 適正処理を推進する仕組みづくり：優良処理業者の育成、電子マニフェスト

の普及拡大、小規模排出事業者の共同回収システム整備など 
（ウ） 地球温暖化防止対策の推進：収集運搬業者へ低公害車導入促進など温室効果

ガスの発生抑制や熱回収施設の認定など 
（エ） 緊急・災害時の廃棄物処理体制の整備：解体廃棄物、家畜伝染病、新型イン

フルエンザなど 
（オ） わかりやすい廃棄物行政の推進：事業系廃棄物に関する届出、報告等の整理

統合など 
 
４ 策定までの経緯 

平成 22 年７月 第１回横浜市産業廃棄物処理指導計画検討委員会（以下検討委員会） 

９月 第２回検討委員会 

９月  神奈川県産業廃棄物協会など業界４団体との意見交換 

10 月 第３回検討委員会 

 

５ 今後のスケジュール（予定） 

平成 22 年 11 月 15 日  市民意見募集（～12 月 14 日） 

平成 23 年 １月        第４回検討委員会（市民意見募集結果報告、計画案検討） 

     2 月     第５回検討委員会（計画策定） 

     3 月     第６次産業廃棄物処理指導計画策定、公表 
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